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研究成果の概要（和文）：日本では、2012年に始まった固定価格買取制度（FIT）によって、量的には太陽光発
電一辺倒であるとはいえ、再生可能エネルギーは大幅に成長した。FITは確かに再エネの普及導入に貢献した
が、今日ではこれらを他の電源と同様の電力市場に統合し、次のステップへと進まなければならない。本研究で
は、その市場統合プロセスを、とりわけドイツの経験と照らし合わせながら、日本の市場統合政策の特徴を明ら
かにした。また、今日目覚ましく成長している再エネのコーポレートPPAについても、検討を加えた。

研究成果の概要（英文）：In Japan, due to the feed-in tariff (FIT) system that started in 2012, 
Renewable energy has grown significantly, even though solar power generation is dominant in terms of
 quantity. Certainly, FIT scheme contributed to the popularization and introduction of renewable 
energy, but today Renewables have to be integrated into the electricity market like other 
conventional power sources and move on to the next step. This research clarifies the characteristics
 of Japan's market integration policy, comparing its market integration process with the experience 
of Germany in particular. On the other hand, I considered corporate PPAs for renewable energy, which
 are growing remarkably today.

研究分野： 環境経済、エネルギー経済、再生可能エネルギー
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研究成果の学術的意義や社会的意義
日本でも、2022年4月から、再エネの市場統合を目的としてフィードインプレミアム（FIP）制度がスタートし
た。一定規模以上の新規発電所は、今後このFIPによって支援されることになる。2050年CO2排出量ネットゼロ社
会を実現し、脱炭素社会を実現するためには、FIPをうまく活用しながら、まずは2030年の電源構成で再エネ
36-38％をクリアしなければならない。一方で、需要家が先導するようなコーポレートPPAは、競争力のある追加
的な再エネ発電所建設に期待が持てる。本研究では、日本にとっては新しいこうした取組をどう適用していくの
かという課題を中心に検討した。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 
パリ協定が定める気候変動目標を達成するためには、再生可能エネルギー、とりわけ伸びしろ

と期待される変動性電源の継続的かつ確実な成長が必要である。わが国においても、「第 5 次エ
ネルギー基本計画」（2018）において、再生可能エネルギーは主力電源として位置づけられた。 
 変動性の再生可能エネルギー電源もその導入量が伸び、従来型電源と価格競争できるように
なれば、固定価格買取段階を卒業し、他の電源と同様に電力市場において取引されることが期待
される。そのためのロードマップを構築し、従来型電源とは異なった性質をもつ、変動性の再生
可能エネルギー由来の電力が、直接市場取引されるために必要な要件を明らかにした上で、わが
国における次世代の電力市場デザインを行うことが重要となっていた。 
 
 
２．研究の目的 

 
エネルギーに関して持続可能な経済社会を展望するためには、原子力に傾斜せず、なおかつ

CO2 を排出しない、再生可能エネルギーの大幅導入が不可欠である。とりわけ気候変動分野に
おいては、2015 年 12 月に採択されたパリ協定によって、世界的な平均気温上昇を、産業革命以
前に比べて 2℃より十分低く保つとともに、1.5℃に抑える努力を追求すること等が合意された。
すでに世界中で、再生可能エネルギーの大量導入と、電気・熱・交通分野のセクターカップリン
グが本格化している。 
再生可能エネルギーの大量導入には、固定価格による価格段階を卒業して、直接市場統合する

道筋が必要になる。とりわけ、伸びしろと期待される風力・太陽光といった変動性の再生可能エ
ネルギーを、どのように、国民経済的に過度の負担をかけることなく、市場メカニズムを活用し
ながら導入するか、という課題が重要になる。本研究の目的は、日本における変動性再生可能エ
ネルギーを、主力電源としてどのように市場統合させていくか、そのために電力市場はどのよう
にデザインされるべきか、という課題に取り組むことである。 
 
 
３．研究の方法 
 
 2012 年に始まった固定価格買取制度（FIT）以来、日本の再生可能エネルギー政策は、概ねド
イツの再生可能エネルギー法（EEG）を応用した形で適用されてきている。EEG が始まった 2000
年のドイツではまだ導入がわずかであった再生可能エネルギーは、2012 年には電力需要の約 2
割を賄うにまで成長していた。その後のドイツは、EEG（2012）で市場プレミアム制度を導入し、
EEG（2014）からはフィードインプレミアム（FIP）制度と名を変えて本格的に市場統合を進め、
電力需要の 4 割を越える程度にまで成長している。2022 年に始まった日本の FIP 制度もまた、
同様に成長することが望まれる。本研究ではとりわけドイツの市場プレミアム、FIP 制度に注目
し、導入初期の成果と課題を明らかにしてきた。 
 一方、アメリカをはじめ世界の国々で、企業が競争力のある再生可能エネルギー電力を直接調
達する、コーポレート PPA が近年大きな成長を見せている。それは、パリ協定（2015）以降、顕
著になってきている。RE100 イニシアティブに加盟する企業や ESG 経営を意識しなければならな
い国際企業は、CSR だけでなく、本業においても脱炭素の取組を進めてゆかなければならない。
本研究をはじめた当初、まだ日本ではコーポレート PPA の実例はほとんど見受けられなかった
が、今日ではその注目度が急激に高まっている。とりわけ本研究では、世界のコーポレート PPA
の分類と、まだ日本では馴染みの薄い、オフサイトのバーチャル PPA について、アメリカの先行
事例をサーベイすることでそのスキームを明らかにしてきた。 
 
 
４．研究成果 
 
 一連の本研究をとおして、FIT の次の再生可能エネルギー政策は、FIP を使いこなして市場統
合していくことがまず重要であることを示した。もう一方で、電力需要の大きな企業部門が、ク
リーンかつ競争的な再生可能エネルギー電力を相対で直接調達するような、コーポレート PPA は
有効であることも示してきた。日本の FIP 制度では、オフサイトであれば、コーポレート PPA で
も FIP の適用を受け、賦課金方式によるプレミアムによる支援を受けることができる点に特徴
がある。これはドイツの FIP にはなかった制度で、環境価値（再エネ価値）の取扱も異なってい
る。今後は、この環境価値の帰属について、賦課金の負担者である国民的視点から見てクリアで
あることを示すことが重要となってくるだろう。 
 本研究期間中に、COVID-19 パンデミックが発生した。これは、再生可能エネルギーを取り巻



く世界のエネルギー事情に大きな影響を与えている。コロナ禍中、2020 年度冬季には世界の LNG
需給が逼迫し、日本の電力卸売市場価格も高騰した。さらに 2022 年のロシアのウクライナ侵攻
後、西側諸国の経済制裁によって、化石燃料高が慢性化している。こうした状況下、再生可能エ
ネルギーの市場価格は相対的に安くなってきている。また、企業や家計の再生可能エネルギー自
家発電・自家消費や、コーポレート PPA の導入も盛んになってきている。今後、世界の需要家が
どのような電力を調達しようとするのか、現在まさに大きな分岐点を迎えている。 
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